
宮代町建設工事請負一般競争入札（事後審査型）実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札システ

ム」という。）による宮代町が発注する建設工事の請負契約に係る一般競

争入札において、入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」

という。）の審査を入札執行後に行う方式（以下「事後審査型入札」（電子

入札システムにおける呼称は「ダイレクト入札」）という。）を実施するに

当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事） 

第２条 事後審査型入札の対象とする工事は、電子入札システムにより一般

競争入札に付する工事のうち、入札参加資格の審査を入札執行後に行う工

事として町長が指定したものとする。 

（入札参加資格） 

第３条 入札参加資格は、宮代町契約規則（昭和６２年宮代町規則第７号。

以下「契約規則」という。）第２条及び第３条に定めるもののほか、入札

公告において明示する。 

 （公告内容等の決定） 

第４条 入札の公告内容等は、業者選定委員会（宮代町工事請負等業者選定

委員会規程（平成１９年宮代町訓令第１号）第２条に規定する委員会をい

う。）の審査を経て、町長が定めるものとする。 

（入札の公告） 

第５条 入札の公告は、様式第１号を電子入札システムにより掲示するもの

とする。 

（設計図書等） 

第６条 設計図面、工事仕様書、特記仕様書及び入札金額の見積りに必要な

図書（以下「設計図書等」という。）は、電子入札システムに掲示する。

ただし、電子入札システムによる交付が困難な書類は、郵送等により貸与

又は配布することができるものとする。この場合の貸与又は配布方法は、

公告等において明示するものとする。 

２ 入札参加希望者からの質問及びその回答は、電子入札システムにより入

札参加希望者に周知するものとする。 

（現場説明） 

第７条 現場説明会は、原則として開催しないものとする。 

（入札参加） 

第８条 入札参加希望者は、電子入札システムにおいて当該入札案件に対し

「競争参加資格確認申請書」を提出することにより、入札参加の意思を表

示するものとする。この場合においては、当該申請書の提出時に「ダイレ



様式第１号（第５条関係） 

※本様式の記載内容は一例ですので、公告内容により適宜変更してください。 

 

宮代町建設工事請負一般競争入札（事後審査型）公告 

建設工事について、下記のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令(昭和２２年

政令第１６号。以下｢施行令｣という。)第１６７条の６の規定に基づき公告する。なお、本公

告に記載のない事項については宮代町建設工事請負一般競争入札（事後審査型）実施要領の

規定によるものとする。 

年 月 日 

宮代町長       

記 

１ 入札対象工事 

（１）工事名 

（２）工事場所 

（３）工事期間  契約の確定の日から  年  月  日まで（約  日間） 

（４）工事概要 

ア目的 

 

イ規模及び構造 

 

ウ基礎形式及び施工方法 

 

（５）主要資材 

（６）入札手続等の方法 本工事は、資料の提出、届出及び入札を埼玉県電子入札共同シス 

テム（以下「電子入札システム」という。）により行う。 

２ 競争参加資格確認申請書の提出 

入札参加を希望する者は次に示す期間内に電子入札システムにより競争参加資格確認申

請書に「ダイレクト入札参加申請書.pdf」ファイルを添付し提出する。 

年  月  日（ ）午前  時  分から 

年  月  日（ ）午後  時  分まで 

３ 入札執行の日時等 

（１）入札書提出期間 

年  月  日（ ）  時  分から 

年  月  日（ ）  時  分まで 

（２）開札日時 

年  月  日（ ）  時  分 

日時等に変更が生じた場合は、電子入札システム上で案内する。 

４ 入札に参加できる者の形態 

 

（特定建設工事共同企業体による施工の場合は、以下の文言を加える。） 

・この入札において、複数の共同企業体の構成員となることはできない。 

・経常建設工事共同企業体は、特定建設工事共同企業体の構成員となることはできない。 

５ 入札に参加する者に必要な資格 

 

６ 入札参加資格の有無の確認 

宮代町建設工事請負一般競争入札（事後審査型）実施要領に基づき入札執行後に確認す

る。 

７ 設計図書等 

（※電子入札システムへのファイル添付、郵送等による設計図書等の貸与を積極的に検討

すること。以下宅配便の例を示す。） 



設計図面及び仕様書等（以下「設計図書等」という。）の貸与は、次のとおりとする。 

（１） 貸与を希望する者は「設計図書等貸与申請書」に必要事項を記入し、次の場所にファ

クシミリにて提出するとともに、電話で着信確認を行う。なお、「設計図書等貸与申請

書」を持参した場合は受理しない。 

ア 場所 

〒 

住所 

事務所名担当名 

電話番号 

ファクシミリ番号 

イ 受付期間 

年  月  日（ ）  時  分から 

年  月  日（ ）  時  分まで 

ウ 貸与の方法 

設計図書等貸与申請書に記載された住所あて着払の宅配便にて設計図書等を送付する。 

エ 返却 

年  月  日（ ）までに郵送又は宅配便により上記７（１）アの場所に返却す

る。 

８ 設計図書等に関する質問 

設計図書等に関して質問がある場合は、次のとおり、質問書を電子入札システムにより

提出すること。 

（１）受付期間 

年  月  日（ ）午前  時  分から 

年  月  日（ ）午前  時  分まで 

（電子入札システムが稼働していない時間を除く。） 

（２）質問に対する回答 

質問に対する回答は、電子入札システム上で掲示する。 

掲示期間 

年  月  日（ ）午前  時  分から 

年  月  日（ ）午前  時  分まで 

（電子入札システムが稼働していない時間を除く。） 

９ 最低制限価格 

設定する。 

10 入札保証金 

免除する。ただし、落札者が正当な理由がないにもかかわらず、所定の期日までに契約を締

結しないときは、落札金額の１００分の１０に相当する額の違約金を徴収できるものとする。 

※「５ 入札に参加する者に必要な資格」に必ず施工実績を求めること。 

11 契約の時期 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和３９年宮代町条

例第４号)の定めるところにより、宮代町議会の議決に付さなければならない契約について

は、建設工事請負仮契約書を取りかわし、宮代町議会の議決後に本契約を締結する。 

12 契約保証金 

（１）落札者は契約金額の１００分の１０以上（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り上げた金額）の契約保証金を納付しなければならない。 

（２）宮代町契約規則第２６条第３項に定める担保を提供することにより、契約保証金の納

付に代えることができる。 

（３）宮代町契約規則第２７条に定める条件に該当する者については、契約保証金の納付を

免除する。 

（履行実績により契約保証金を免除する場合） 

過去２年の間に国又は地方公共団体と、契約金額がおおむね 億円（がおおむね ㎡）



以上の建設工事請負契約を２回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に

履行した者で、確認申請書に該当建設工事の請負契約書の写し及び工事完成検査結果

通知等履行を証明するものの写しを添付した者のうち、その者が契約を履行しないこ

ととなるおそれがないと町長が認めた者 

※履行実績により契約保証金を免除しない場合には上記は記載しない。 

（４）契約保証金は、契約の履行後、契約者から請求書の提出を受けることにより、還付す

る。ただし、請負者がその責に帰すべき理由により契約上の義務を履行しないときの契

約保証金は宮代町に帰属する。 

13 支払条件 

（１）前金払 

する。（その額は宮代町公共工事前払金事務処理要領に定める額とする。）／しない。 

（２）部分払 

する。／しない。 

14 その他 

（１）提出された確認申請書は返却しない。 

（２）落札者は、確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事の現場に専任で配置するこ

と。 

（３）入札参加者は、入札後、この公告、設計図書等、現場等についての不明を理由として、

異議を申し立てることはできない。 

（４）過去１年間に埼玉県内で工事事故等を起こしたことがあり、かつ、宮代町に通報して

いない場合は、入札書提出締切日の２日前までに申し出ること。 

15 問い合わせ 

（１）問い合わせ先 

（２）電話番号 

 



様式第２号（第１６条関係） 

第   号 

年 月 日 

落札候補者通知書 

      様 

     宮代町長 

                    （公印省略） 

 

貴社が先に入札した下記工事について、貴社が落札候補者となりましたので、入札公告に

示す一般競争入札参加資格等確認申請書に、一般競争入札参加資格等確認資料及び特定建設

工事共同企業体にあっては特定建設工事共同企業体協定書を添えて、持参により提出してく

ださい。 

記 

 

 

公告日 年  月  日 

開札日 年  月  日 

工事名  

工事箇所  

提出期限 年  月  日 

提出先 課   担当 

 



様式第３号（第１６条関係） 

年 月 日 

一般競争入札参加資格等確認申請書（単体企業） 

宮代町長  様 

   住所 

       商号又は名称 

代表者                印 

 

下記工事の入札公告に示された、一般競争入札参加資格等確認資料等を添えて入札参加資

格の確認を申請します。 

なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること及び記載事項が事実と

相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 公告年月日 

年 月 日 

 

２ 工事名 

 

３ 工事場所 

 

４ 連絡先 

（１）担当者所属・氏名 

（２）電話番号 



様式第４号（第１６条関係） 

年 月 日 

一般競争入札参加資格等確認申請書（特定建設工事共同企業体） 

宮代町長 様 

 

特定建設工事共同企業体の名称 

 

代表構成員住所 

商号又は名称 

代表者                  印 

構成員住所 

商号又は名称 

代表者                  印 

構成員住所 

商号又は名称 

代表者                  印 

 

下記工事の共同請負のため、特定建設工事共同企業体を結成したので、入札公告に示され

た一般競争入札参加資格等確認資料及び特定建設工事共同企業体協定書を添えて入札参加資

格の確認を申請します。 

なお、各構成員とも地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること及び記載

事項が事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 公告年月日 

年 月 日 

 

２ 工事名 

 

３ 工事場所 

 

４ 連絡先 

（１）商号又は名称 

（２）担当者所属・氏名 

（３）電話番号 



様式第５号（第１６条関係） 

（この様式は例示であるので、参加資格に応じて、適宜、内容を変更すること。） 

 

一般競争入札参加資格等確認資料(単体企業) 

 

商号又は名称         

 

１ 対象工事に対応する業種に係る発注標準額の業者区分（格付け） 

 

 

 

 

２ 対象工事に対応する業種に係る最初の許可（登録）年月日 

 

年  月  日（ 許可／ 登録） 

 

 

３ 建設業法に基づく許可を受けた主たる営業所所在地 

 

 

 

４ 一定基準を満たす同種・類似工事の施工実績 

工 

事 

名 

称 

等 

工事名称   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

受注形態等 単体/共同企業体（出資比率 ％） 単体/共同企業体（出資比率 ％） 

工 

事 

諸 

元 

等 

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

(注)１ 過去  年間の同種・類似工事の施工実績について記入すること。 

２ 共同企業体による施工の場合は、出資比率  ％以上の工事に限る。 



５ 当該工事に配置予定の技術者 

 

技術者区分   

従事予定者名   

所属会社名   

生年月日(年齢)   

最終学歴   

法令による免許 

（取得年月日） 

（登録番号等） 

  

現在 

の 

受持

工事 

工事名   

施工場所   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

従事役職   

工 

 

事 

 

実 

 

績 

工事名   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

従事役職   

工事名   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

従事役職   

工事名   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

従事役職   

 

◎ 契約保証金の減免に対する希望 

 

希望（ する／ しない） 

 

(注) 希望する場合は、過去２年の間に国（独立行政法人その他の公共法人を含む。）又は地

方公共団体と締結し履行した、契約金額がおおむね  億円以上の    建設工事請負

契約  件（単体企業又は特定建設工事共同企業体の代表構成員として工事を請け負った

実績に限る。）について、その契約書の写し及び工事完成検査結果通知等履行を証明するも

のの写しを添付すること。ただし、保険会社との間に宮代町を被保険者とする入札保証保

険契約及び履行保険契約を締結し、その保険証券を提出することにより入札保証金及び契

約保証金の納付の減免を希望する者については、添付する必要はない。 

  



様式第６号（様式第１６号） 

（この様式は例示であるので、参加資格に応じて、適宜、内容を変更すること。） 

 

一般競争入札参加資格等確認資料（特定建設工事共同企業体） 

 

特定建設工事共同企業体の名称            

 

１ 対象工事に対応する業種に係る発注標準額の業者区分（格付け） 

 商号又は名称 格付け 

代表構成員   

構成員   

構成員   

 

 

２ 対象工事に対応する業種に係る最初の許可（登録）年月日 

 

 商号又は名称 許可（登録） 年月日 

代表構成員  年  月  日（許可／登録） 

構成員  年  月  日（許可／登録） 

構成員  年  月  日（許可／登録） 

 

 

３ 建設業法に基づく許可を受けた営業所所在地 

 

 商号又は名称 所在地 

代表構成員 
  

構成員 
  

構成員 
  

 

 



４ 一定基準を満たす同種・類似工事の施工実績 

 

代表構成員の商号又は名称   

工 

事 

名

称 

等 

工事名称   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

受注形態等 単体/共同企業体(出資比率 ％) 単体/共同企業体(出資比率 ％) 

工

事

諸

元

等 

   

   

   

   

   

   

   

 

構成員の商号又は名称   

工 

事 

名

称 

等 

工事名称   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

受注形態等 単体/共同企業体(出資比率 ％) 単体/共同企業体(出資比率 ％) 

工

事

諸

元

等 

   

   

   

   

   

   

   

 

構成員の商号又は名称   

工 

事 

名

称 

等 

工事名称   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

受注形態等 単体/共同企業体(出資比率 ％) 単体/共同企業体(出資比率 ％) 

工

事

諸

元

等 

   

   

   

   

   

   

   

 

(注)１ 過去  年間の同種・類似工事の施工実績について記入すること。 

２ 共同企業体による施工の場合は、出資比率  ％以上の工事に限る。 



５ 当該工事に配置予定の技術者 

 

技術者区分   

従事予定者名   

所属会社名   

生年月日(年齢)   

最終学歴   

法令による免許 

（取得年月日） 

（登録番号等） 

  

現在 

の 

受持

工事 

工事名   

施工場所   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

従事役職   

工 

 

事 

 

実 

 

績 

工事名   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

従事役職   

工事名   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

従事役職   

工事名   

発注機関名   

施工場所   

契約金額   

工期 年  月～  年  月 年  月～  年  月 

従事役職   

 

◎ 契約保証金の減免に対する希望 

 

希望（ する／ しない） 

 

(注) 希望する場合は、過去２年の間に国（独立行政法人その他の公共法人を含む。）又は地

方公共団体と締結し履行した、契約金額がおおむね  億円以上の    建設工事請負契

約  件（単体企業又は特定建設工事共同企業体の代表構成員として工事を請け負った実績

に限る。）について、その契約書の写し及び工事完成検査結果通知等履行を証明するものの写

しを添付すること。ただし、保険会社との間に宮代町を被保険者とする入札保証保険契約及

び履行保険契約を締結し、その保険証券を提出することにより入札保証金及び契約保証金の

納付の減免を希望する者については、添付する必要はない。 



様式第７号（第１７条関係） 

入札参加資格審査結果調書 

 

工事名  

工事箇所  

開札日 年  月  日 

落札候補者  

 

 

 

【資格要件】 

 

入札参加資格 適 否（ 理由：                 ） 

資格者名簿への登載 適 否（ 理由：                 ） 

経営事項審査 適 否（ 理由：                 ） 

指名停止中でない 適 否（ 理由：                 ） 

工事成績点数 適 否（ 理由：                 ） 

資格審査数値や格付 適 否（ 理由：                 ） 

本店所在地 適 否（ 理由：                 ） 

施工実績 適 否（ 理由：                 ） 

配置予定技術者 適 否（ 理由：                 ） 

   

   

 

【確認結果等】 

 

上記のとおり落札候補者が 適格・不適格 であることを確認しました。 

 

年  月  日 

 

確認者 職・氏名 

                （＊確認者は室長又は所属長とする） 

 

注１ 審査項目は、適・否のいずれかに○印を付し、否の場合はその理由を記載すること。 

２ 必要のない審査項目は抹消し、必要に応じ適宜審査項目を追加する。 



様式第８号（第１８条関係） 

第   号 

年 月 日 

入札参加資格不適格通知書 

      様 

宮代町長        

 

貴社が先に入札した下記工事について、貴社の入札参加資格を審査した結果、下記の理由

により入札参加資格を満たさないと認めましたので通知します。 

 

記 

 

公告日 年  月  日 

開札日 年  月  日 

工事名  

工事箇所  

入札参加資格 

を満たさない 

と認めた理由 

 

 

 

《苦情の申立について》 

入札参加資格を満たさないと認めた理由に不服がある場合は、当該理由について説

明を求めることができますので、本通知の日の翌日から起算して５日（休日を含まな

い。）以内に苦情申立書を    担当に提出してください。 

 

 



様式第９号（第１９条関係） 

年 月 日 

苦情申出書 

宮代町長 様 

 

１  苦情申出者 

 

住所  

電話番号  

商号又は名称  

代表者氏名 印 

建設業許可番号  

 

２  苦情申出の対象となる工事名 

 

工事名  

 

３  苦情のある事項 

 

 

 

 

４  ３の主張の根拠となる事項 

 

 

 

 

 



様式第１０号（第１９条関係） 

第   号 

年 月 日 

 

回答書 

    様 

宮代町長         

 

年 月 日付けで苦情申出があった件について、下記のとおり回答します。 

 

記 

 

１  苦情申出の対象とされた工事名 

 

工事名 
 

 

２  苦情のあった事項 

 

 

 

３  ２の主張の根拠とされた事項 

 

 

 

 

４  回答内容 

 

 

 

 

 



様式第１１号（第２０条関係） 

年  月  日 

請求書 

宮代町長  様 

 

   住所 

       商号又は名称  

代表者                印  

 

 

契約保証金について、下記のとおり、還付請求いたします。 

 

記 

 

・金           円 

・振込先 

銀行      支店 

 

当座預金／ 普通預金 

 

 

口座番号：  

 

 

口座名義人： 

 

 



クト入札参加申請書.pdf」ファイルを添付しなければならない。 

２ 前項の競争参加資格確認申請書を提出し、電子入札システムにおいて自

動発行される競争参加資格確認申請書受付票を確認した者は、当該入札に

参加することができる。 

（入札保証金） 

第９条 入札保証金については、契約規則第５条の規定を準用する。ただし、

落札者が正当な理由がないにもかかわらず、所定の期日までに契約を締結

しないときは、落札金額の１００分の１０に相当する額の違約金を徴収で

きるものとする。 

（入札金額見積内訳書） 

第１０条 入札参加者には、初度入札時に入札金額見積内訳書の提出を求め

るものとする。 

（入札の執行） 

第１１条 入札は、あらかじめ指定した日時及び方法に従い、電子入札シス   

 テムにより執行する。ただし、入札に参加する者の数が１人であるときは、

 入札を執行しないものとする。 

２ 再度入札は１回までとする。 

３ 再度入札に参加できる者は、初度入札に参加した者とする。ただし、初

度入札において次の各号のいずれかに該当した者は、再度入札に参加する

ことができない。 

（１）無効な入札をした者 

（２）最低制限価格未満の入札をした者 

（落札者がいないときの取扱い） 

第１２条 再度入札によっても、予定価格の制限の範囲内で入札を行った者

又は予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の入札を行った者（以下

「落札候補者」という。）がいない場合は、日時を改めて一般競争入札に

付するものとする。ただし、一般競争入札に付することができないときは、

随意契約とすることができるものとする。 

２ 前項ただし書の随意契約は、当該入札参加者の中から希望する者にその

旨を告知して行うものとする。ただし、再度入札において無効の入札を行

った者は、随意契約の相手方となることができない。 

（入札の辞退） 

第１３条 入札辞退の取扱いに関しては、宮代町公共工事等電子入札運用基

準（令和８年３月３１日町長決裁）に定めるところによるものとする。 

（入札の無効） 

第１４条 入札の無効の取扱いに関しては、契約規則第１１条の規定を準用

する。 

（落札決定の保留） 



第１５条 入札執行者は、落札候補者があるときは、落札候補者の入札参加

資格を審査するため、落札決定を保留するものとする。 

（入札参加資格の審査に必要な書類の提出） 

第１６条 入札執行者は、落札候補者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者（以下「第一順位の落札候補者」という。）に対し、速やかに様式第

２号により電子メール又はファクシミリ及び電話により連絡し、次項に定

める書類の提出を求めるものとする。 

２ 第一順位の落札候補者は、入札参加資格の有無及び契約保証金の取扱い

を確認するため、一般競争入札参加資格等確認申請書（単体にあっては様

式第３号。特定建設工事共同企業体にあっては様式第４号。以下「確認申

請書」という。）に一般競争入札参加資格等確認資料（単体にあっては様

式第５号。特定建設工事共同企業体にあっては様式第６号。以下「確認資

料」という。）及び特定建設工事共同企業体にあっては特定建設工事共同

企業体協定書（宮代町特定建設工事共同企業体取扱要綱（平成２０年宮代

町告示第３１号）様式第１号）を添えて、宮代町に提出しなければならな

い。 

３ 契約規則第２７条第３号に基づき契約保証金の納付の減免を希望する

者は、該当建設工事の請負契約書の写し及び工事完成検査結果通知等履行

を証明するものの写し（単体にあってはその単体等が、また、特定建設工

事共同企業体にあってはその代表構成員となる者が、単体等又は特定建設

工事共同企業体の代表構成員として工事を請け負った実績に限る。）を確

認資料に添付しなければならない。 

４ 前２項の書類は、第１項の提出を指示した日の翌日から起算して原則と

して２日（土曜日、日曜日、休日及び年末年始（以下「休日」という。）

を除く。）以内に、持参により提出しなければならないものとする。 

５ 第一順位の落札候補者が前項の規定による提出期限内に確認資料を提

出しないとき又は入札参加資格の審査のための指示に従わないときは、当

該落札候補者のした入札は無効とする。 

６ 前項の規定に該当する場合において、当該落札候補者の行為が悪質であ

ると認めるときは、宮代町の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成

２１年宮代町告示第６９号）に係る警告手続等の措置を講じるものとする。 

（入札参加資格の審査） 

第１７条 入札執行者は、第一順位の落札候補者が入札参加資格の要件を満

たしているか否かの審査を行うものとする。 

２ 前項の審査の結果、当該落札候補者が入札参加資格の要件を満たしてい

ない場合は、その者を失格とする。 

３ 入札執行者は、第一順位の落札候補者が失格となった場合には、次に低

い価格を提示した落札候補者について審査するものとし、入札参加資格の



要件を満たす者が確認できるまで順次落札候補者の審査を行うものとす

る。この場合においては、前条及び前２項の規定を準用するものとする。 

４ 同額の入札を行った落札候補者がいる場合には、くじにより審査の順序

を決定する。 

５ 第１項の審査は、入札書、入札金額見積内訳書、確認資料等により行う

ものとする。 

６ 入札参加資格の審査は、前条第４項に規定する確認資料の提出期限の翌

日から起算して原則として３日（休日を除く。）以内に行わなければなら

ない。ただし、入札参加資格の審査に疑義が生じた場合はこの限りでない。 

７ 入札参加資格の審査は、入札参加資格審査結果調書（様式第７号）によ

り取りまとめ、確認資料等とともに保存するものとする。 

（落札者の決定又は入札参加資格不適格の決定） 

第１８条 入札執行者は、前条の審査の結果、入札参加資格を満たすことが

確認された落札候補者を落札者として決定し、電子入札システムにより通

知するものとする。 

２ 入札執行者は、落札候補者が入札参加資格を満たしていないことを確認

した場合は、当該落札候補者に対して入札参加資格不適格通知書（様式第

８号）により通知するものとする。 

３ 落札決定までに、落札候補者が入札公告に示すいずれかの入札参加資格

要件を満たさなくなったときは、当該落札候補者は失格とする。 

（入札参加資格を満たさないと認めた者に対する理由の説明） 

第１９条 入札参加資格不適格通知書を受理した者が、入札参加資格を満た

さないとされたことに不服があるときは、前条第２項の通知の日の翌日か

ら起算して原則として５日（休日を除く。）以内に、入札参加資格を満た

さないとされた理由について説明を求めることができる。 

２ 入札参加資格を満たさないとされた者が前項の説明を求めるときは、苦

情申出書（様式第９号）を持参又は郵送することにより行うものとする。 

３ 入札執行者は、第１項の説明を求められたときは、苦情申出書を受理し

た日の翌日から起算して原則として５日（休日を除く。）以内に、回答書

（様式第１０号）により回答するものとする。 

４ 第２項の苦情の申出は、前条第１項の事務の執行を妨げないものとする。 

（契約保証金） 

第２０条 契約保証金の納付及び減免については、契約規則第２６条及び第

２７条に基づくものとする。 

２ 契約保証金は、契約上の義務の履行後、様式第１１号の請求書に基づき、

これを還付するものとする。 

３ 契約の相手方が契約上の義務を履行しないときは、その者に係る契約保

証金（その納付に代えて提供された担保を含む。）は、地方自治法（昭和



２２年法律第６７号）第２３４条の２第２項の規定により宮代町に帰属す

るものとする。 

（その他） 

第２１条 この要領に特別の定めがない事項は、宮代町公共工事等電子入札

運用基準並びに一般競争入札及び指名競争入札に関する諸規程等の例に

よるものとする。 

附 則 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 


